
◇仙塩広域都市計画基本方針などの都市計画区域マスタープランに基づく良好な市街地形成の促進
◇都市計画における適切な土地利用の誘導や公共公益施設の適切な配置の促進
◇公共交通軸周辺の市街地整備や既存市街地の再開発の促進
◇バリアフリー・ユニバーサルデザイン社会実現のための施設整備及び普及啓発の促進
◇地域住民や公共サービスと連携した地域商業の活性化支援
◇豊かな自然環境や独自の伝統文化などを生かした集客交流や産業振興などの促進
◇全国から県内の自治体病院等への勤務を希望する医師を募集・配置するなど，地域医療体制の整備・充実に向けた着実な医師
確保対策の推進
◇地域での多様な教育の取組支援や生涯学習の促進
◇生活交通バス路線などの地域の生活を支える公共交通の維持支援
◇地理的情報格差の解消に向けた情報通信基盤整備の促進

・市町村合併の進展により，行政区域内に線引きと非線引き都市計画区域が併存したり，複数の都市計画区域が点在するなど，都市計画区域の再
編が必要な市町村がある。
・県内の諸都市において，まちの「顔」と言われる中心市街地は，中心部の人口減少や高齢化，郊外型大型店の進出などから中心市街地の衰退，あ
るいは空き店舗化や撤退による空洞化という問題が深刻化している。

3,349,280

施策名

施策の目的

（目標とする
宮城の姿）

○県内各地において，市街地への公共公益施設等の集積が進むなど，暮らしやすいコンパクトで
機能的なまちづくりに向けた動きが進められている。
○消費者ニーズにこたえる魅力ある商店街づくりや，地域資源を生かした独自性のあるまちづくり
が進められている。
○各圏域内の拠点化，集約化，機能分担等により，医療，教育，交通，情報通信基盤などの県民
生活に欠かせない基礎的なサービスが確保され，地域生活の充実が図られている。

平成21年度
（決算（見込）額）

施策に関する社会経済情勢等の状況（全国・本県の状況，法令・条例・計画等策定の状況等について）

事業費
（単位：千円）

年度
平成19年度
（決算額）

平成20年度
（決算額）

県事業費

その実現の
ために行う
施策の方向

2,284,686 2,194,744

平成22年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成21年度 施策評価シート 政策 9 施策 24

24
コンパクトで機能的なまちづくりと地域
生活の充実

施策担当部局
土木部，企画部，保健
福祉部，経済商工観光
部，教育庁

「宮城の将来
ビジョン」に
おける体系

政策名 9 コンパクトで機能的なまちづくりと地域生活の充実 評価担当部局
（作成担当課室）

土木部
（土木総務課）

39.5%

1,705

9.9%

27.7%

21.6%22.6%

・重視度について，「重視」の割合が概ね6割で推移していることから，この施策に対する県民の関心は高
いことがうかがえる。
・満足度について，「満足」の割合が3割程度で推移しており，引き続き満足度の向上を図る必要がある。
また，「わからない」と回答した人が3割を超えていることから，施策の成果の周知に一層努める必要があ
る。
・優先すべき事項として，「地域医療を充実させるための医師確保」及び「公共交通の維持支援」の割合
が高くなっており，地域生活を充実させるソフト施策の充実が求められている。

12.5%

調査実施年度
（調査名称）

平成19年度
（平成20年県民意識調査）

るいは空き店舗化や撤退による空洞化という問題が深刻化している。
・ノーマライゼーションの理念の実現に向けて，高齢者や障害者など，だれもが円滑に移動できる環境整備が求められている。
・少子高齢化の進行やモータリゼーションの進展，道路運送法等の改正によるバス事業への新規参入や撤退の自由化などにより，路線バスの廃止・
縮小，地域鉄道や離島航路事業の経営悪化が進行しており，地域生活交通の確保が求められている。

県民意識調査結果

20.1%

62.3%
23.4%

39.9%

24.0%

平成20年度
（平成21年県民意識調査）

14.1%この施策
に対する
重視度

わからない

1.9%

あまり重要ではない

重　　　要

20.2%

1,811

3.7%

重要ではない

やや不満

満　　　足

22.4%

この施策
に対する
満足度

3.6%

調査回答者数

調査回答者数

わからない

1,687

重視の
割　合

1,799

10.1%

38.0%

やや満足

満足の
割　合

4.1%
30.4%

26.3%

不満

調査結果について

やや重要
65.4%

42.0%
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施策評価シート

1

目標指標等名（下段：説明）

施策 249政策

目標指標等の状況

※目標指標等の達成度　Ａ：「目標値を達成している」
　 　　　　　　　　　　 　　 　 Ｂ：「目標値を達成していないが，設定時の値から見て指標が目指す数値の変化と同方向に推移している，又は現状維持している」
　　　　　　　　　　　　 　　   Ｃ：「目標値を達成しておらず，設定時の値から見て指標が目指す数値の変化と逆方向に推移している」
　　　　　　　　　　　　 　　　 Ｎ：「現況値が把握できず，判定できない」

H19 H20

商店街の空き店舗率（単位：％）
指標測定年度 H18 H19

H21

H20 H21

目標値(a) - 12.1 11.4 10.7

評価対象年度 初期値

県内の商店街等の区域内の小売
業，飲食業，サービス業等の空き
店舗率

実績値(b) 12.7 13.6 14.0 14.6

達成(進捗)率(b)/(a) - - - -

達成度 - C C C

目標値の
設定根拠

・地域商業の活性化を測定する指標として，商店街の空き店舗率を設定している。商店街
の活性化は，コンパクトで機能的なまちづくりに欠かすことの出来ない要素であり，空き店舗
率は，その地域の魅力，活性化の度合いを一般的に表すものとして設定している。
・目標値は，平成18年3月に策定された「みやぎ商工業振興中期行動計画」の商店街魅力
向上プロジェクトの成果目標として設定された値（平成12年当時数値を平成22年度の目標
数値に設定）を基に算出している。

実績値の
分析

・空き店舗率について，市部は平成19年度以降変動はないが，町村部で増加傾向にある。
・空き店舗の発生は，経営不振や後継者難等による廃業を原因とするものが多く，市部より
も町村部においてその傾向が強い。

全国平均値
や近隣他県
等との比較

－

2

目標指標等名（下段：説明） 評価対象年度 初期値 H19 H20

「だれもが住みよい福祉のまちづ
くり条例」に基づく適合証の交付
割合（単位：％）

指標測定年度 H15～17 H17～19

H21

H18～20 H19～21

目標値(a) - 15.1 15.9 16.7

条例に基づく指定施設（公益的施
設のうち一定規模以上の施設）に
対する適合証の交付割合

実績値(b) 11.6 11.1 8.7 7.2

達成(進捗)率(b)/(a) - 74% 55% 43%

達成度 - C C C

目標値の

・バリアフリーの推進を図るため，みやぎ保健医療福祉プラン（平成18年3月策定）におい
て，適合証交付割合の目標値（平成22年度末現在）を平成20～22年度の平均で17.5％と
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H18 H19 H20 H21

目標

実績

目標値の
設定根拠

て，適合証交付割合の目標値（平成22年度末現在）を平成20～22年度の平均で17.5％と
しており，これに基づいて目標値を設定している。指標の測定については，単年度では指
定施設の新築等の件数に変動が大きいことを考慮して，3年平均としている。

実績値の
分析

・条例に基づく指定施設は，バリアフリー法の対象となる2,000㎡以上の大規模施設のほ
か，飲食店や理容所等の小規模施設を含んでいることから，費用がかさむハード面の整備
を控え，ソフト面での対応（従業員による介助等）を行う傾向が強いため，実績値が低迷し
ているものと考えている。
・条例に罰則規定はなく，適合証が「だれもが利用しやすい施設」を示すマークであることを
県民等に広く周知することにより，施設設置者からの交付申請を促す必要がある。

全国平均値
や近隣他県
等との比較

・本県とほぼ同内容の条例を制定している仙台市における適合証の交付割合は，16.5％
（平成19～21年度平均）である。一方，本県においては，平成20・21年度の交付割合が5％
台となっており，地方における景気状況の低迷がハード面の整備を抑制する動きにつな
がったものと考えられる。
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目標値の
設定根拠

・近年の県民一人当たりの公立図書館における図書資料貸出数に関する実績や傾向を踏
まえた上で，各年度毎0.2冊の増加を見込み設定した。（平成21年度の目標値は4.2冊と設
定している）

実績値の
分析

・目標には達してないが，生涯学習の中核的施設として，引き続き県民のニーズに応える
べく，図書資料や学習情報を提供していくとともに，市町村図書館等への支援・協力を実
施していく。

3

目標指標等名（下段：説明） 評価対象年度 初期値 H19 H20

医療法に基づく医師数の標準を
充足している自治体病院（県立病
院除く）の割合（単位：％）

指標測定年度 H17 H18

H21

H19 H20

目標値(a) - 52.0 63.0 74.0

医療法に基づく医師数の標準数
は，病院ごとの毎年の患者数等を
データとし，医療法施行規則に定
める算定式に従い求めた値

実績値(b) 42.0 56.7 56.7 58.6

達成(進捗)率(b)/(a) - 109% 90% 79%

達成度 - A B B

目標値の
設定根拠

・平成17年度検査による本県自治体病院（県立病院を除く）の医師充足病院割合42％を初
期値としている。
・平成18～20年度の施策評価に係る各目標値（52％，63％，74％）については，初期値
42％と「宮城の将来ビジョン行動計画」の到達目標値（指標測定年度：平成21年度）85％と
の間を同じ伸び幅で推移（上昇）するものとした。
　なお，将来ビジョン行動計画の到達目標値85％は，平成17年度検査による全国平均の
医師充足病院割合（県立病院以外も含む）83.8％を目安に設定したもの。

実績値の
分析

・平成20年度検査における自治体病院（県立病院を除く）の調査施設数29のうち医師充足
病院数は17であり，この状況は前年度と全く同じであった。平成20年4月に採用したドク
ターバンク医師の派遣先はいずれも充足病院であり，この派遣とあわせて自治医科大学医
師の異動も行ったが，実績値の上昇には繋がらなかった。

全国平均値
や近隣他県
等との比較

・平成19年度検査による全国平均の医師充足病院割合（自治体病院以外も含む）値は，
85.0％，北海道・東北地区の平均値は66.4％となっている。本県の値は74.0％であり，北海
道・東北地区の中では高いが，全国平均と比べると10ポイント以上低い状況である。

4

目標指標等名（下段：説明） 評価対象年度 初期値 H19 H20

公立図書館における県民１人当
たりの図書資料貸出数（単位：冊）

指標測定年度 H17 H18

H21

H19 H20

目標値(a) - 3.6 3.8 4.0

県民1人が県図書館をはじめとす
る公立図書館で一年間に借りる図
書資料数　〈出典：県内読書施設
の現状調査〉

実績値(b) 3.6 3.6 3.7 3.7

達成(進捗)率(b)/(a) - 100% 97% 93%

達成度 - A B B
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目標値の
設定根拠

・利用率は公共交通維持施策のさらなる推進により，初期値である平成16年度の利用率実
績より，年間0.5％の増加を目指すこととし，3年後の利用率19％を当面の目標値として設定
した。

実績値の
分析

・乗合バスや鉄道等の公共交通機関における利用者が増加するとともに，自家用自動車の
利用者が減少したため，利用率が増加した。

全国平均値
や近隣他県
等との比較

・東京や大阪などにおいて，他の都道府県より大きく利用率が高くなっているため，全国平
均も３０％弱となっているが，東北の他県との比較においては宮城県の利用率は最も高く
なっている。

101%

達成度 - A C A

19.0

県内移動における全輸送機関利
用者数に対する公共交通利用者
数の比率

実績値(b) 17.5 18.5 16.1 19.1

達成(進捗)率(b)/(a) - 103%

H21

県内移動における公共交通の利
用率（単位：％）

指標測定年度 H16 H17 H18 H19

目標値(a) - 18.0
5

目標指標等名（下段：説明） 評価対象年度 初期値 H19 H20

18.5

87%

分析
施していく。

全国平均値
や近隣他県
等との比較

－
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施策評価シート 政策 9 施策 24

施策評価(総括）

施策の成果（進捗状況） 評価 評価の理由

施策を推進する上での課題等と対応方針

・目標指標等，県民意識調査結果，社会経済
情勢，事業の実績及び成果等から見て，施
策に期待される成果を発現させることができ
たか（「目標とする宮城の姿」に近づいている
か）。

概ね順調

・目標指標等について，県内移動における公共交通の利用率は，公共交通機関利
用者の増加や自家用車利用の減少により，目標値を上回った。他の目標指標等
は，長引く経済不況の影響等による商店の廃業や施設改修の抑制などにより，目標
値を下回った。
・県民意識調査結果からは，「重視」の割合が概ね6割で推移しており，県民の関心
が高いことがうかがえる。また，「満足」の割合が3割程度で推移していることから，引
き続き満足度の向上を図る必要がある。
・社会経済情勢等からは，郊外型大型店の進出による中心市街地の衰退や空き店
舗等による空洞化という問題が深刻化している。また，高齢者や障害者など，だれも
が円滑に移動できる環境整備が求められている。さらに，路線バスの廃止・縮小，地
域鉄道や離島航路事業の経営悪化が進行しており，地域生活交通の確保が求めら
れている。
・事業の実績及び成果等からは，まちづくりの主体である市町村と連携・協力しなが
ら，市街地の再開発事業や商店街振興策への支援，地域生活交通の確保のための
助成，高齢者や障害者等に配慮した駅舎改修への補助などを行い，一定の成果が
あったものと判断できる。
・以上のことから，施策の目的である機能的なまちづくりと地域生活の充実に向けて
進んでいるものと考えられるので，本施策の進捗状況は概ね順調であると判断する。

①事業構成について 事業構成の方向性 方向性の理由

・まちづくりの主体である市町村と連携・協力して各種事業に取り組んでいるところで
あるが，施策の目的である機能的なまちづくりと地域生活の充実を図るため，部分的
に事業構成を見直したい。

②施策を推進する上での課題等　　　※施策が直面する課題や改善が必要な事項等（①の事業構成に関する事項を除く。）
・都市計画の決定・変更手続きを進めるには，まちづくりの主体である市町村との相互協力関係の構築が不可欠である。
・駅舎のバリアフリー化は，市町村負担が大きく，整備に積極的な市町村が少ない。また，設置駅の選定や施行は，駅の管理者，所有者である鉄道会
社の整備計画に左右される。
・中心市街地活性化基本計画の策定に当たって，市町村や地元事業者，住民等との間で具体的な事業計画策定に係る合意形成に多くの時間を要

・施策評価の結果，県民意識調査結果，社会
経済情勢及び事業の分析結果（必要性・有
効性・効率性）から見て，施策の目的を達成
するために必要な事業が設定されているか。
事業構成を見直す必要はないか。

見直しが必要

施策を構成する事業の状況 　　　　（事業分析シートより）

・円滑な都市計画決定・変更手続きが進むよう，県の工程を示して市町村の理解を求め，協力を得ていく。
・市町村及び鉄道会社に対してバリアフリー化促進の重要性を周知し，整備促進を図る。
・中心市街地や商店街の活性化に向けて，具体的な事業計画策定のための合意形成に対して支援を行うとともに，様々な機会を捉え，関係市町村
等に情報提供や必要な助言を積極的に行う。
・地域生活交通の維持確保に向けて，市町村主催の地域交通に関する検討会等に地域住民が主体的に参画する体制づくりを促進する。
・県内には都市部，都市周辺部，過疎化が進んでいる地域などがあり，それぞれの地域の実情に応じて，まちづくりの主体である市町村と協力・協調
しながら，事業を実施していくこととし，本施策を構成する事業を第２期行動計画（平成22年度～平成25年度）では見直しを図った。

・中心市街地活性化基本計画の策定に当たって，市町村や地元事業者，住民等との間で具体的な事業計画策定に係る合意形成に多くの時間を要
している。
・独自の交通手段を持たない地域住民にとって，地域生活交通の維持は欠かせないものであり，地域住民も含めた多様な主体が地域交通の維持に
関わることが求められている。

③次年度の対応方針　　　　　　　　　　　※次年度（平成23年度）における①及び②への対応方針

事業の状況 事業の分析結果
次年度の
方向性番

号
①必要性 ②有効性 ③効率性

（担当部局・課室名）

名　　称 県事業費
（決算見込，
単位：千円）

市街地再開発等補助
事業

仙石線多賀城地区連
続立体交差事業

土木部・都市計画課

都市計画区
域数

24区域

活動の状況
（活動指標）

成果の状況
(成果指標）

土木部・都市計画課

23団体1
都市計画基礎調査

6,690 維持概ね効率的
対象市町村
数

妥当 成果があった

2 2,827,540
高架化され
た路線延長

－ － － 妥当
ある程度
成果があった

効率的 維持

3 158,085
補助事業地
区数

1地区
事業完了区
数

1地区 妥当
ある程度
成果があった

概ね効率的 維持

土木部・建築宅地課
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施策評価シート

施策を構成する事業の状況 　　　　（事業分析シートより）

活動の状況
（活動指標）

成果の状況
(成果指標）

①必要性 ②有効性 ③効率性
（担当部局・課室名）

政策 9 施策 24

事業の状況 事業の分析結果
次年度の
方向性番

号

名　　称 県事業費
（決算見込，
単位：千円）

0人
自治体病院
への医師斡
旋人数

0人9 非予算的手法
新規求職者
登録数

1人7,300 -
ドクターバン
ク事業の採
用医師数

- 効率的

妥当 成果があった －

効率的

成果があった8

維持

妥当 維持

妥当 成果があった6 11,757
市町村等へ
の助成数

8団体
(うち新規4
団体)

商店街振興
に係る事業
計画策定数

4計画 効率的 維持

7 2,090
市町村等へ
の助成数

3団体
中心市街地
活性化基本
計画策定数

1計画 妥当 成果があった 効率的 維持

4 1,573

「福祉のま
ちづくり読
本」の配布
冊数

21,840冊

条例整備基
準による適
合証交付割
合

7.2% 妥当
ある程度
成果があった

効率的 維持

5 9,700
補助交付市
町村数

1団体
設置エレ
ベーター数

3基 妥当 成果があった 効率的 維持

10 52,325

県図書館か
ら県内市町
村図書館等
に対する年
間協力貸出

24,630冊

県内公立図
書館におけ
る県民1人
あたり図書
貸出数

3.7冊 妥当
ある程度
成果があった

維持

バリアフリーみやぎ推進
事業（再掲）

保健福祉部・社会福祉課

鉄道駅舎等バリアフリー
整備事業

企画部・総合交通対策課

商店街にぎわいづくり
戦略事業（再掲）

経済商工観光部・商工経営支援課

中心市街地商業活性
化支援事業

経済商工観光部・商工経営支援課

宮城県ドクターバンク事
業（再掲）

保健福祉部・医療整備課

地域医療医師登録紹
介事業（再掲）

保健福祉部・医療整備課

図書館市町村支援事
業（再掲）

維持15 非予算的手法
報告依頼回
数

－2回
市町村，交
通事業者へ
の通知数

2回 妥当
ある程度
成果があった

事業費合計 3,356,580

間協力貸出
数

貸出数

11 4,092
みやぎ県民
大学講座数

64講座
みやぎ県民
大学受講者
数

2,101人 妥当 成果があった 効率的 維持

12 42,728 － － － － 妥当 成果があった 効率的 維持

13 109,014 補助系統数 327系統
市町村運行
路線の収支
率

32% 妥当 成果があった 効率的 維持

14 123,686 － － － － 妥当 成果があった 効率的 拡充

教育庁・生涯学習課

離島航路運行維持対
策事業

企画部・総合交通対策課

公共交通活性化モニ
ター事業

企画部・総合交通対策課

みやぎ県民大学推進事
業（再掲）

教育庁・生涯学習課

第三セクター鉄道対策
事業

企画部・総合交通対策課

地方生活バス路線の維
持・活性化事業

企画部・総合交通対策課
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